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Ⅰ．はじめに
　企業の経営資源の総体としての組織能力が

創り出すのが競争力であり、相対的な競争優

位性であることは改めて言及するまでもな

い。その組織能力について、企業の独自能力

であるコア・コンピタンスを創出する経営資

源に顧客・消費者やサプライヤー・流通業者

等を組み込んでいく必要性があるというのが

「共創」という概念であることはすでに論究

した1）。すでに論究したいずれの議論であっ

ても、その共通分母は企業と顧客・消費者と

の間にある双方向的コミュニケーション行為

である。関係性マーケティングの議論、ユー

ザーイノベーションの議論、オープン・イノ

ベーションの議論、いずれもそこにあるのは、

世界に偏在する様々な情報を企業の経営資源

として組み入れていくことの不可欠性であ

り、従来型の企業ロジックの転換である。そ

れらの議論に登場する共創という企業シーズ

と顧客・消費者ニーズとの「場」のあり方は、

企業の経営資源の獲得・蓄積、そしてその配

分・展開という競争戦略の基本設定のあり方

を問うていることである。

　この視点に立てば、経営資源が創り出す組

織能力の形成プロセスこそが企業の競争力創

出の重要な点といえる。そこで、本稿では、

個々の企業が有する資源の独自性と異質性に

注目し、その独自性や異質性が企業の差別的

優位性を生み出し、競争力の向上に寄与す

るという資源ベース戦略論(RBV : Resource-

Based View)2）の考えを根底に据えて、経営資

源の蓄積と展開の新たな形成プロセスとその

プロセスを通じた組織能力の向上について考

察することとする。経営資源蓄積プロセスに

おける共創という当該企業が有する経営資源

と外部資源との融合化の議論の位置づけを明

確にすることが求められているからである。

Ⅱ．経営資源という視点の重要性
1．ペンローズ, E.の貢献

　RBVの経営戦略を考える上での基本文献と

して位置づけられるのが、企業の内側にアプ

ローチし企業の成長の仕組みを説明したペン

ローズ(Penrose,Edith T.,)の “The Theory of the 

Growth of the Firm,1959/1980/1995/2009” で

あることは改めて言うまでもない3）。多くの

先行研究がこの点に言及しているが、ここで

は今後の議論のため、敢えてペンローズの展

開した企業の資源という視点を整理すること
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とする。

　第3版邦訳書の「訳者あとがき」のなかで、

訳者の日高は、企業の内部を重視したペンロー

ズは、企業は、物的・人的資源の一個の集合

体であることと、一個の管理組織体としてそ

の全体に調整が及ぶことの２つの属性から定

義されるとし、このように定義される企業に

は、成長を促す内生的なメカニズムがあるか、

また、逆に成長を制限する何かがその内側に

あるか、という基本的課題を提示していると

述べている。そして、企業は物的・人的資源

の集合体であるという定義にはペンローズ独

自の企業観が含意されているという。つまり、

資源は潜在的なサービスの束であるという考

え方である。この点について日高は、

　物的であれ人的であれ資源にはさまざま

な活用の仕方があるが、ある時点では実は

その一部が用いられているにすぎない。し

たがって、企業内には未利用のサービスが

常に存在している。加えてペンローズは、

資源から何らかのサービスが引き出される

のは、資源について人的資源が有する知識

に依存すること、事業活動での経験を通じ

て、企業内の人的資源の知識は増大し、ま

た、その内容は変化することに注目する。

したがって、資源から引き出されるサービ

スは、人々の知識が増大し変化するのにと

もなって、増大し変化する。かくして、企

業内部には、常に成長の機会が存在するこ

とになる、

と説明している4）。この資源のもつ潜在的な

能力を発揮させ、企業成長へと繋げるのが人

的資源、とりわけ経営者ということである。

資源が企業の生産活動に対して果たしうる貢

献をサービスと表現し、現在発揮している

サービスの量と資源の潜在的な能力のギャッ

プに注目し5）、そのギャップへの経営者資源

のサービスの果たす役割こそが、内在する成

長の機会を実際の事業へと繋げ企業固有の競

争優位の源泉とすることになる、というのが

ペンローズの主張である。ここでペンローズ

の言う成長とは、単なる量的拡大でないこと

が強調され、「連続的な前進または開花のプロ

セスであり、成長体それ自体の性質の変化を

伴う内的な発展過程である。成長にともない、

企業は経営的機能と基礎的管理構造の根本的

な変化を経験し、それが組織の本質そのもの

にも影響する」6）。

　この点をペンローズが提示した事業機会

(productive opportunity)と企業者(entrepreneur)

との関係からみてみよう7）。彼女は、企業が

製品やサービスの生産や販売で利益をあげる

ために、「自社の」資源と外部から獲得したそ

の他の資源の用途を体系的に編成することが

必要であり、企業の物的資源が、企業内の人

間が計画を遂行していくのに不可欠なサービ

スを生み出すと述べている。「企業者」が見

出しかつ活かすことのできる製品やサービス

の生産のあらゆる可能性から構成される「事

業機会」と呼ぶものによって企業の生産活動

は支配されているという。そして、企業成長

の理論は、本質的には、企業の変化を遂げて

いく事業機会についての考察である、と述べ

ている。ペンローズは、企業は、機会を見出

すことに積極的であり、事業機会に働きかけ

をする有能な経営陣を有しているという仮定

の上で論を展開させているのである。ここで

の企業者は、企業内で企業者サービスを供給

する個人ないしはグループを指し、機能的な

意味で用いると彼女は注記している。企業者

サービスとは、企業の利益に資するための製

品、立地、技術上の重要な変化などに関する

新しいアイデアの導入と承認、新しい経営管

理者の獲得、企業の管理組織の根本的な改編、

資本調達、拡張の方法の選択も含む拡張計画

の立案等に関連する企業の業務に果たす貢献

を指している8）。

　このように、企業の成長は、企業者が事業

3） 本稿では、初版50周年としてThird editionにピテ

リス(Pitelis,Christos N.,)のイントロダクション

が付されたFourth edition(2009)とThird editionの

邦訳版を参照する。

4） Penrose、邦訳書(2010)、pp.367-368.
5） 橘川(2011)
6） 高橋(2002)、p.109.
7） Penrose(2009)、pp28-38.邦訳書、第3章。



経営資源と組織能力

─ 3 ─

機会に働きかけを行う企業者サービスという

自社資源と外部から獲得した資源との体系的

な編成がもたらす、という視点の提示は、シュ

ンペーター (Schumpeter,J.A.,)の「経済発展の

理論」にも通じるものである9）。シュンペー

ターが企業家精神を基盤とした新結合による

動態的生産活動を介した経済発展を主張した

のに対し、ペンローズは、企業者が資源の体

系的編成を行い事業機会に積極的に結びつけ

ることによる企業成長を主張したとも言えよ

う。そして、シュンペーターが企業内部から

の経済発展を主張したように、ペンローズも

また企業の内的誘因にこそ企業の成長がある

ことを主張したのである。ペンローズは、

　企業はその拡張(expansion)を企図する際、

企業自らがかつて入手したあるいは継承し

た資源と市場で獲得すべき資源の２つの資

源を考慮する。企業が活用するさまざまな

種類の資源と、その企業の経営者や起業者

のアイデア・経験・知識の発展との間には

極めて密接な関係がある。変化を遂げてい

く経験と知識が、企業内にある未利用の生

産的サービスの利用可能性ゆえに生じるさ

まざまな特殊な優位性とともに、企業に特

殊な事業機会をつくり出す。未利用の生産

的サービスは、企業者精神に富む企業に

とっては同時に革新への挑戦課題であり、

拡大への誘因であり、また競争優位の源泉

でもある。それらは、企業内部での資源の

新結合、すなわち革新の導入を促す。

と述べ10）、資源の有効な活用は常に他の資源

との組み合わせにあるという基本的認識のう

えにたった、革新的な未利用の生産的サービ

スによる成長の内的要因の意義を強調してい

る。

　上述の諸点に関連して、バーニー (Barney, 

Jay B.,) も次のような評価を与えている11）。

　企業の成長能力を分析するために、企業

の内部を検討対象とするという以外に、ペ

ンローズは企業の強みと弱みの研究に対し

てさらなる貢献をしている。まず第１に、

「企業のコントロール下にある生産資源の

束は個々の企業によって大幅に異なってお

り、それらの企業がたとえ同一業界にいた

としても、根本的に異質である」という認

識を提示した。第２に、生産資源と考えら

れ得るものを非常に広範囲に定義した。…

（中略）…最後に、ペンローズは自身によ

る広範な生産資源の定義によって特定され

る１つひとつの起業属性のなかにも、さら

に起業の異質性の源泉があることを理解し

ていた。

2．経営資源の異質性と固着性

　企業ごとに異質で、複製に多額のコストが

かかる経営資源に着目し、こうした経営資源

を活用することによって、企業は競争優位を

獲得できると考えるRBVフレームワークを主

張するバーニーは、そのフレームワークには

以下の２つの根本的仮定が基礎にあると述べ

ている12）。

(1) 経営資源の異質性(resource heterogeneity)；

ペンローズの企業観を土台とした、「企業は

生産資源の集合体(束)であり、個別企業ご

とにそれらの生産資源は異なっている」と

いう認識

(2) 経営資源の固着性(resource immobility)；仮

に、①ある経営資源を保有していることに

よって経営の外部環境に存在する機会を活

用し、脅威を無力化することができ、かつ

②その経営資源を保有する企業の数がごく

少数であり、かつ③その経営資源の複製コ

8） ペンローズは、企業者サービスとは対照をなす、

企業者的アイデアや提案の遂行と既存の業務の

監督に関連する経営者サービスにも言及してい

る。「経営陣の能力」という場合は、経営者機

能が遂行される方法を指すのに対し、「経営陣の

起業者精神」という場合は企業者機能を指す、

と説明している。pp.28-29、footnote33、訳書、

p.75、注(1)。

9） 永山(2014)を参照されたい。
10） Penrose(2009)、pp.75-77.邦訳書、pp.129-132.
11） Barney(2002)、邦訳書(上)、pp.241-242.
12） 同上、pp.242-243. なお、バーニーは、経営資

源という用語とケイパビリティ (能力)という用

語を同義語として扱うとしている。同邦訳書、

p.245.
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ストが非常に高いか供給が非弾力的である

場合、その経営資源は企業の競争優位の潜

在的源泉となり得る。

　この経営資源の異質性と固着性という観点

は、経営資源の強みと弱みを分析するVRIO

フレームワークとして繋がっていることは周

知のことである。これは、企業の有する経営

資源の中から強みと弱みを特定するものであ

る（表1参照）。そして、この経営資源の強み

と弱みが当該企業の競争優位獲得のための分

析ツールとなるというRBVの意義をバーニー

は主張し、その要点を以下のように示してい

る13）。

1．企業における競争優位の責任

 　競争優位は全社員の責任である。

2．競争均衡と競争優位

 　もし競合の行動を模倣するだけならば、

競争均衡がもたらされるだけである。競

争優位を獲得するには、自社が持つ価値

があり稀少で模倣コストが大きい経営資

源を開発するほうが、競合の持つ価値あ

る稀少な経営資源を模倣するよりもよい。

3．実行困難な戦略

 　戦略の実行に伴うコストよりもその戦

略が創出する価値が大きい限り、戦略実

行の絶対的なコストよりも戦略実行の相

対的なコストのほうが競争優位にとって

は重要である。企業は自らの独自性を過

大評価したり過小評価したりする可能性

がある。

4．社会的に複雑な経営資源

 　従業員への権限委譲、組織文化、チー

ムワークは重要というだけでなく、持続

的な競争優位の源泉にもなり得るもので

ある。

5．組織の役割

 　企業は価値ある、稀少な、模倣コスト

が大きい経営資源の活用を支援しなけれ

ばならない。もしその経営資源と企業組

織との間に矛盾や衝突が生じる場合は、

組織を変えなければならない。

　コリス／モンゴメリー (Collis,D.J.,and C. A. 

Montgomery) からも次のように戦略視点でそ

の意義が強調されている14）。

　資源は、単一事業内および事業間で価値を

創造するための究極の源泉である。したがっ

て、価値ある資源を認識し(identify)、構築し

(build)、配置する(deploy)ことは、企業戦略と

事業戦略の両方において重要なのである。

　しかしながら、こうしたRBVの意義は、幾

つかの限界を有することもバーニーは示し

ている15）。第１に、企業を取り巻く脅威と

機会が急速かつ予測できないかたちで変化

する場合で、これをシュンペーター的変革

表1.  VRIOフレームワーク

1．経済価値(value)に関する問い

　その企業の保有する経営資源やケイパビリティは、その企業が外部環境における脅威や機会
に適応することを可能にするか。 

2．稀少性(rarity)に関する問い

　その経営資源を現在コントロールしているのは、ごく少数の競合企業か。 

3．模倣困難性(imitability)に関する問い

　その経営資源を保有していない企業は、その経営資源を獲得あるいは開発する際にコスト上
の不利に直面するか。 

4．組織(organization)に関する問い

　企業が保有する、価値があり稀少で模倣コストの大きい経営資源を活用するために、組織的
な方針や手続きが整っているか。

（出所）Barney(2002)、邦訳書、p.250.より引用。

13） Barney(2002)、邦訳書(上)、pp.280-286.
14） Collis and Montgomery(1998)、邦訳書、p.16.

15） Barney(2002)、邦訳書(上)、pp.286-290.
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(Schumpeterian revolutions)と呼ぶという。こ

のシュンペーター的変革は、企業の経営資源

の価値を劇的に変化させてしまうことがある

という。第２に、すべての企業が持続的競争

優位を得られるわけではない（これを「模倣

可能性のパラドックス」と表現）ことが、経

営者・管理者の能力発揮を制約するという指

摘である。そして第３に、経営資源の強み・

弱みの分析単位に伴うデータ収集の限界を挙

げている。経営資源が持続的競争優位を生み

出すことができるのは、それらが記述困難で

あったり、目に見えなかったりするからであ

り、経営資源のデータ収集は困難であるとい

う。逆にだからこそ企業内部の経営資源のも

つ意味を理解することは、持続的競争優位に

とっては極めて重要であるという主張をして

いる。

　このようにみてくると、ペンローズとバー

ニー、そしてシュンペーターには一つの共通

分母が存在する。それは、企業という組織内

部に存在する様々な資源の組み合わせによる

使い方が、その組織の成長の力となり、競争

優位を生み出す。その組み合わせと使い方は

企業家や経営者、管理者という、これもまた

企業の内部資源の能力に大きく依存する、と

いう考えである。こうした組織内部に存在す

る様々な資源＝経営資源を、バーニーはケイ

パビリティ (capability)という用語と同義語で

扱うとしているが、様々な経営資源の組み合

わせによる使い方が企業の成長力＝競争力と

なることをケイパビリティと呼ぶ、という考

え方もある。経営資源の異質性と固有性とい

う概念に着目し、こうした経営資源を活用す

ることによって、企業は競争優位を獲得でき

ると考えるRBVフレームワークは、与件とし

て異質性と固有性を有する資源を経営資源と

捉えるか、組織内の様々な未使用資源を含め

た諸資源の組み合わせや組織内資源と組織外

資源との組み合わせを通じて、企業の独自資

源を創出するプロセスに焦点を当てて経営資

源を捉えるか、によってその論の展開が異な

る。ペンローズの主張やシュンペーターの新

結合概念からすると、後者のアプローチが論

理的なリニア性を見出せる16）。以下では、こ

のアプローチを考察してみよう。

Ⅲ．組織能力としてのケイパビリティ
1．ダイナミック・ケイパビリティ

　企業環境の不確実性が高まるなかで、企業

の戦略転換に伴って資源を変化させていく能

力（資源組み替え能力）と競争優位をもたら

す能力（競争優位獲得能力）という17）、従来

のRBVフレームワークを超える概念としてダ

イナミック・ケイパビリティというフレーム

ワークを提示したのがティース／ピッサノ／

シュエン(Teece,D.J., G.Pisano and A.Shuen)18）

である。彼らは、「急速な諸環境の変化に対

処するために、企業の内部・外部のコンピ

タンスの統合(integrate)・構築(build)・再配置

(reconfigure)を行える企業の能力」とダイナ

ミック・ケイパビリティを定義し、こうした

能力が、独自性と市場ポジションへと導く企

業の新たな、そしてイノベイティヴな競争優

位を形成できる組織力であると述べている19）。

　そもそもケイパビリティという概念に関す

る議論は、渡部が指摘するように20）、RBVを

基本とする経営戦略論と新制度学派経済学

（組織経済学）からのアプローチが主流であ

16） Teece(2009)は、ペンローズ効果(Penrose effects)

という用語を用いて経営資源・ケイパビリティ

に関する理論的基礎としてペンローズに多大な

評価を示している。Teece(2009)、邦訳書、第4章。
17） この「資源組み替え能力」と「競争優位獲得能

力」という表現は河合(2012)による。なお河合は、

ティース／ピッサノ／シュエン(1997)が示した

ダイナミック・ケイパビリティは「資源を変化

させていく能力」というだけでなく、それに加

えて「不確実な環境で企業に競争優位性をもた

らす能力」でもある、というものであった。し

かし、その後、そのような定義ではトートロジー

になるのではないか、という批判から「資源組

み替え能力」のみでダイナミック・ケイパビリ

ティを定義する方向に傾いた。しかしながら、

ティース(2007)では、ダイナミック・ケイパビ

リティは「資源組み替え能力」に「競争優位

獲得能力」も加えるという当初の考えに回帰し

ている、と指摘している。河合(2012)、pp.211-

212.
18） Teece, Pisano and Shuen(1997)及び永山(2006)を

参照のこと。
19） Teece, Pisano and Shuen(1997)、p.516.
20） 渡部(2010)、第2章。



─ 6 ─

環境と経営　第23巻　第１号（2017年）

り、その異同は表２のように示されるとして

いる。ティース他が提示したダイナミック・

ケイパビリティという考えは、前者のRBVの

発展的概念であり、その意味で常に企業環境

との適応性や競争優位性が付きまとう考えで

ある。この企業のその取り巻く諸環境との適

応、その結果としての競争優位性の問題こそ

が、まさに経営資源の総体として形成される

組織の能力＝ケイパビリティの問題である。

そのため、ここでの議論は経営戦略論からの

アプローチを中心に行う。

　ヘルファット(Helfat,C.,)は21）、RBVアプロー

チ、ダイナミック・ケイパビリティに関する

先行研究を踏まえて、ダイナミック・ケイパ

ビリティとは、「組織が意図的に資源ベースを

創造、拡大、修正する能力である」と定義し

た。組織の資源ベースには、組織が所有、コ

ントロールの対象として優先的にアクセスで

きるようなケイパビリティだけでなく、有形・

無形・人的資源も含まれている。組織は、そ

の資源ベースの構成要素とするためにわざわ

ざ資源やケイパビリティを所有しなくてもよ

い。提携を通じての所有していない他の多く

の資源・ケイパビリティに優先的にアクセス

することもできる、とかなり広義の捉え方を

提示している。そして、ヘルファットもまた

バーニーと同様に、ケイパビリティと資源と

を同義にとらえ、組織目的達成に依存するも

のが資源であり、その意味でケイパビリティ

である、という主張を行っている。そこでの

「能力(capability)」は、少なくとも最低限受け

入れられる仕方であるタスクを実行できる力

量を意味するものであるという。したがって

組織は、ダイナミック・ケイパビリティを有

していれば、少なくとも最低限の満足が得ら

れる何らかの仕方で上述の資源ベースを変え

ることができるという主張を展開している。

この組織の資源ベースの変化は、組織が以前

とは異なる物事を実行していることを意味す

るだけであり、以前よりうまく物事を実行し

ていることを必ずしも意味するわけではない

と述べ、変化のパフォーマンスを測定するた

めに「進化的適合度」と「専門的適合度」と

いう２つの基準を提示している（図1）。

表2.  ケイパビリティ概念の２つの主要アプローチ

契約論的(取引コスト)
パースペクティヴ

ケイパビリティ論
パースペクティヴ

組織とは何か 取引契約の束
補完的ケイパビリティ (＝知識・
ルーティン等)の束

組織の境界設定基準
取引コスト(企業の生産関数は同
一)

ダイナミック取引コスト(代替市
場が存在しない)

組織化の理由・条件

市場取引コストが組織の内部調整
コストより大きい＝取引コストの
節約
オポチュニズム(機会主義)の存在

市場に必要なケイパビリティが無
い＝ダイナミック取引コストの存
在
暗黙知の存在

組織と市場の関係 代替的 補完的

組織のゲーム状況 囚人のジレンマ・ゲーム コーディネーション・ゲーム

分析の中核となる戦略 垂直的統合 アウトソーシング

市場化の理由・条件

内部調整コスト＞取引コスト

資産特殊性の減少
オポチュニズムの減少

内部ケイパビリティ＜市場ケイパ
ビリティ
有望な内部資源の存在、獲得
ダイナミック取引コストの減少

組織の経路依存性 低い 高い

（出所）渡部(2010)、pp.69-70.より引用。

21） Helfat et al.(2007)、邦訳書、第1章。
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　進化的適合度とは、ダイナミック・ケイパ

ビリティがどの程度うまく働いて、資源ベー

スの創造・拡大・修正によって組織に収益を

もたらすかを表すものである。進化的に適合

したダイナミック・ケイパビリティは、企業

の成長・存続ばかりでなく市場での成功も可

能にするので、進化的適合度の大きさは、組

織活動のコンテクストにそのダイナミック・

ケイパビリティがうまく適合している度合い

であり、進化的適合度に影響を及ぼす重要な

要因は、クォリティ、コスト、市場需要、競

争の４つである、という説明である。このう

ち、クォリティとコストのパフォーマンスに

関する内部的な指標として専門的適合度を導

入するという（図2）。

　このようにヘルファットは、企業内部のケ

イパビリティと企業の外部要因である市場と

競争との動態的な適合という視点を提供する

ことで、持続的な競争優位をもたらすダイナ

ミック・ケイパビリティの概念上のフレーム

ワークを示した。さらにティース(2007)は22）、

ティース／ピッサノ／シュエン(1997)で提案

したダイナミック・ケイパビリティの３つの

コア要素（統合・構築・再配置）を基礎とし

た資産の「オーケストレーション」23）プロ

セスとして捉え、そこに経営者の重要なミッ

ションを強調している（図3参照）。

　経営者の主要な戦略的機能は、企業内部や

経営プロセス，組織プロセス

・探索と選択－意思決定

・配置と活用－実行

ダイナミック・ケイパビリティ

パフォーマンスの基準

・専門的適合度－単位費用あたりの質

・進化的適合度－存続，成長，価値創造，

　競争優位，持続的競争優位，利潤

 (出所) Helfat et al.(2007)，邦訳書，p.13より引用。

専門的適合度

市場需要 進化的適合度

競　　争

(出所) Helfat et al.(2007)，邦訳書，p.13より引用。

図1.  ダイナミック・ケイパビリティ：プロセスとパフォーマンスの基準

図2.  進化的適合度に影響を及ぼす諸要因

22） Teece(2007)、渡部(2010)所収邦訳、第1章。
23） ティースは、このオーケストレーションについ

て以下のように述べている。

 「この機能は、オーケストラの指揮者の機能に

似ている。もっともビジネスのコンテクストで

は、『楽器』（資産）自身が絶え間なく創造され、

修復され、取り替えられているのではあるが。

その上、まったく新しい楽器が頻繁に登場し、

古い楽器は捨てなければならない。確かに、柔

軟性はオーケストレーションの要素ではある、

オーケストレーションの概念はそれ以上のもの

を含意する。」Teece(2007)、渡部(2010)所収邦訳、

注記2、pp.61-62.
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企業間の価値向上的な新結合を見出すことで

あり、経営資源の統合やコーディネーショ

ンは市場で複製されない価値を生み出す、と

述べて、経営者特有の役割を主張する。それ

は、長期的な成功には企業内部の創造的破壊

の実現が必要であり、過去の成功に囚われな

い柔軟な意思決定が経営者に求められる、と

いう企業家的経営者である。ダイナミック・

ケイパビリティの維持は企業家的マネジメン

トを必要とする。企業家精神は、機会のセン

シング(sensing)や理解、物事の開始、物事を

一緒に扱うための新しくより良い方法の発見

に関わり、異質で共特化的な要素の集合の創

造的なコーディネーション、非ルーティン的

な活動の「承認」の獲得、ビジネス機会のセ

ンシングに関わり、センシングやシージング

(seizing)－次の大きな機会やそれをどのよう

に扱うかの理解－に関わる、とティースは主

張する24）。

　このようにダイナミック・ケイパビリティ・

センシング シージング 脅威／変形の
マネジメント

ダイナミック・
ケイパビリティ

社内R＆Dを
推進し、新し
い技術を選択
するプロセス

外部の科学や
技術の発展を
活用するプロ
セス

学習し、機会
を感知、フィ
ルタリング、
形成、測定す
る分析システ
ム（及び個人
の能力）

機会のシージ
ングのための
企業構造、手
法、デザイン、
インセンティ
ブ

特殊な有形・
無形の資産の
継続的なアラ
イメント・再
アライメント

カスタマーソ
リューション
やビジネス・
モデルの記述

分権化と準分
解可能性

共特化

補完物のマネ
ジメントとプ
ラットフォー
ムの「コント
ロール」のた
めの企業境界
の選択

サプライヤー
や補完者のイ
ノベーション
を活用するプ
ロセス

ターゲットと
する市場セグ
メント、変化
する顧客ニー
ズ、カスタマー
イノベーショ
ンを特定する
プロセス

意思決定プロ
トコルの選択 ガバナンス

ナレッジ・マ
ネジメント

ロイヤルティ
とコミットメ
ントの構築

選択される
ミクロ的基礎

図3.  ダイナミック・ケイパビリティの基礎と事業パフォーマンス

（出所）Teece(2007),p.1342.(邦訳書（渡部）、p.49.)より引用。

24） ティースは、「企業家的経営者資本主義」という

用語を提示している。それは、問題の趨勢や認

識、資源の方向付け（及び再方向付け）、組織

構造とシステムの再形成に関わることによっ

て、技術的な機会を創造・対処すると同時に、

顧客ニーズとの連携を維持するというものであ

る。大企業であっても小企業であっても、企業

が財務的な成功を持続するには企業家的経営

者資本主義が力を持たなければならない。企

業家的マネジメントも単なる企業内企業家で

あってはならず、企業家的経営者には生態系

の形成を含む外的アクティビティに参画する

という大きな役割がある、というものである。

Teece(2007)、渡部(2010)所収邦訳、p.60.
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アプローチは、事業機会を確実に捉え、それ

を競争優位に繋げる戦略や種々の意思決定に

寄与し、市場の変化や技術革新への適応性を

生み出すもので、従来のRBVアプローチを超

えるものである、という。そして、このアプ

ローチは、イノベーション、アウトソーシン

グ、オフショアリングを伴うオープン･エコ

ノミーにおける基本的な経営戦略理論とな

る、と主張する。しかしながら、RBVアプロー

チを超えるものという主張でありながら、や

はりそこには経営資源を基盤とした戦略展開

とその戦略策定の責任を担う経営者の位置づ

けがしっかりと継承されていることは間違い

ない。ただ、その経営資源の異質性と固着性

を創出していくプロセスでの企業外部の諸資

源の取り込みとその意思決定の企業家精神の

発揮という、企業環境との適応性が強調され

ている点で、まさにダイナミック・ケイパビ

リティという企業環境の変化に能動的に適応

した組織能力の構築の必要性を強調したアプ

ローチであると言える。こうした競争優位を

創出する組織能力の構築に関する議論は、戦

略提携やオープン・イノベーションの議論と

も共通するもので、その意味で、上述のティー

スの言うオープン・エコノミーにおける基本

的な経営戦略の理論と言えるであろう25）。そ

こで、以下では企業外部の諸資源の取り込み

を通じた組織能力の構築について議論してみ

よう。

2．外部資源の組み入れと組織能力

　企業が競争優位を獲得し、その成長と存続

を図るのは至極当然のことである。この競争

優位創出の源泉は経営資源にあることもまた

至極当然のことである。この極めてシンプル

なことを長期にわたるビジョンのもとで実践

していくには、企業という組織がその有する

資源の能力を最大限に活用し、そして常に

補っていくことが不可欠である。この組織の

能力を向上させ補完していく手段が、種々の

提携であり、アウトソーシングであるという

頗る原則的な議論は、そのプロセスや方法に

よって、そして主導するトップの意思決定に

よって、その企業のパフォーマンスを左右す

るというシンプルな問題である。では、何故

このようなシンプルな問題が、複雑な議論を

生み出すのであろう。実践的には、当該企業

の有する経営資源と外部資源との不適合、市

場機会と資源との動態的適応の不適合等々に

より、かえって競争優位を喪失し、市場競争

で敗れるという結果を生み出すことで、概念

や理論が多様化していくことになる。しかし

ながら、これらの核心は、企業の経営資源の

総体としての組織能力をいかに高めるかとい

うことであり、そのための経営資源の蓄積・

展開・収集である。このことの極めて重要な

活動が提携であり、アウトソーシングであり、

その延長線上のM&Aであることは、すでに

多くの優れた先行研究が示していることであ

る。

　シン(Singh,H.,)は、ダイヤー (Dyer,J.,)とカ

レ(Kale,P.,)との共同研究の成果として、企業

が提携を通じて他企業の資源・ケイパビリ

ティを入手できるようにする関係ケイパビリ

ティとその組織プロセスを示した26）。

関係特殊資産

企業間の知識共有
ルーティン

補完的ケイパビリティ 実効的ガバナンス

図4.  提携の関係ケイパビリティに基づく
 関係優位の源泉

（出所）Helfat et al.(2007)、邦訳書、p.117より引用。

25） ティースは、オフショアリングについては

Teece(2009)のなかで、ダイナミック・ケイパビ

リティ・アプローチで多国籍企業の本質論とし

て考察している。Teece(2009)、邦訳書、第5章。
26） Helfat et al.(2007)、邦訳書、第5章。



─ 10 ─

環境と経営　第23巻　第１号（2017年）

　彼らは、提携に関する先行研究から優位性

を生み出す関係を特徴付けているのは、関

係 特 殊 資 産(relationship-specific assets)の 創

造、補完的ケイパビリティ (complementarity 

capabilities)へのアクセス、パートナー間で行

われる知識の十分な遣り取り、提携企業間で

取引費用の生成を制限するような実効的ガバ

ナンス(effective governance)のメカニズムの存

在、という４つの要因であるとして（図4）、

以下のように述べている。

　関係ケイパビリティは、企業がパートナー

の資源も含める形で資源ベースの創造・拡大・

修正を意図的に実現する能力に他ならない。

逆にこの能力には、複数の提携主体がもつさ

まざまな資源の組み合わせを通じて価値創造

を実現する可能性が秘められており、その結

果、提携取引そのものに特有の価値が生み出

されることになる。企業は、提携を通じて有

効な価値創造を実現するために、組織境界に

またがるコーディネーション能力の発展、関

係特殊資産の発展、知識共有ルーティンの発

展・精緻化、契約や信頼関係を含む実効的ガ

バナンス・メカニズムの利用を適宜に進めて

いかねばならない。関係ケイパビリティは、

因果関係の曖昧性、隔離メカニズムに関する

いくつかの特性をもつがゆえ、競争優位（も

しくは、関係ケイパビリティが欠如している

場合には、競争劣位）の源泉となりうる。

　ここでの因果関係の曖昧性や隔離メカニズ

ムという特性とその関係性に焦点を当てた場

合、いわゆるオープンソースと経営資源と

の関係性が重要となる。コンピュータソフト

ウェアのオープンソースソフトウェア(OSS)

のように、ソースコードが公開され、改良や

再配布を行うことが許可されているソフトウ

エアに関係するビジネス領域では殊更重要な

問題である。ユーザーイノベーションやオー

プン・イノベーションの議論もまたこの問題

と深く関わる27）。市場には膨大な情報が存在

している。その膨大な情報を取り込み、既存

の経営資源と融合させることで異質性と固着

性を創出し、競争優位性へと結びつける動態

的かつ流動的な関係ケイパビリティという考

えは、情報が知識という形で企業の経営資源

化＝ケイパビリティ化することで有効性を見

出せるものであろう（図5参照）。

図5.  提携ケイパビリティを支えるナレッジ･

マネジメント･プロセス

（出所）Helfat et al.(2007)、邦訳書、p.122より引用。

知識の表現化

提携の関係

ケイパビリティ

知識のコード化

知識の共有化

知識の内部化

　それは、競争優位の真の源泉は、変化する

機会に個々の事業が迅速に適応できるよう

に、企業全体の経営資源を競争力の中に動態

的に統合していく能力にある。そして、この

経営資源をいかにして競争力として統合して

いくのか、その能力を創造するキーファク

ターが、提携やアウトソーシングによる継続

的に行われる組織学習に求められる、という

そもそもの原則に他ならないのである。この

組織学習が当該企業の経営資源の独自性と異

質性へと結びつき、競争優位性の創出をもた

らすか否かは、激変する企業を取り巻く諸環

境並びに企業内諸環境を企業にとっての機会

であるのか、または脅威・危機であるのかを

認識した経営者が企業家精神をもって組織へ

の強いコミットメントと強力なトップダウン

を行えるかに掛かっている。

Ⅳ．むすび
　本稿では、個々の企業が有する経営資源の

独自性と異質性に注目し、その独自性や異質

性が企業の差別的優位性を生み出し、競争力

の向上に寄与するというRBV考えを根底に据

えて、経営資源の蓄積と展開の新たな形成プ

ロセスとそのプロセスを通じた組織能力の向

上について考察してきた。その議論の出発点

は、シュンペーターの新結合概念をベースと

したイノベーション論を強く意識したペン27） この点の考察は、永山(2014、2015)で行っている。
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ローズの資源の有効な活用は常に他の資源と

の組み合わせにあるという基本的認識であ

り、そのうえにたった、革新的な未利用の生

産的サービスによる成長の内的要因の意義で

あった。これらのシュンペーターとペンロー

ズの主張する、組織の内なる動力、つまり

経営資源の総体としての組織能力に注目した

RBVアプローチ、さらにそれを企業環境との

動態的な適応という視点へと繋げて議論を展

開させたダイナミック・ケイパビリティ・ア

プローチを検討してきた。これらの議論に共

通して論じられているのは、シュンペーター

的企業家精神をもった経営者の重要な役割で

ある。

　ICTの多様な利活用が加速度的に展開して

いる現代社会においては、企業の内と外とい

う境界線のあり方が従来とは大きく変化して

いる。従来は、企業間競争が産業社会とそこ

での人間生活を創出してきた。しかし、いま

やICTの発展とその多様な利活用が人間生活

の深部まで浸透し、産業社会との双方向的関

係性が企業間競争に大きく影響を及ぼしてい

る。かつて日本企業は、国内と国外という境

界線に直面し、国際的圧力の下でグローバル

化を推し進めた。その一方で、元々経営のグ

ローバリゼーションを基本として世界経済を

牽引してきたアメリカ企業を取り巻く環境

は、国内基盤の脆弱化を受けて、政治主導で

の国内と国外の境界線を明確にした保護主義

への舵切りに直面しようとしている。しかし

ながら、様々な側面で内と外とを曖昧にする

道具であるICTの浸透は、国家ベースでの内

外を明確にすることはできても、人間生活に

根ざした企業経営の境界線を明確にすること

はもはや不可能である。こうした中で、企業

経営における共創概念やオープン・イノベー

ション概念は、企業が、環境変化に適応して

その競争優位を創出する経営資源の総体と

しての組織能力向上には不可欠な考えであろ

う。

　ティースはその著書の「日本語版への序文」

において、卓越したオペーレーションをもた

らした学習プロセスを採用し、開発して一般

的ケイパビリティの強さを構築し、国際競争

力を発揮してきた日本企業が、ダイナミック・

ケイパビリティの弱さによって、いわゆる「失

われた10年」をもたらしてしまった、と述べ

ている28）。それは、ケイパビリティという組

織能力だけでなく、そうした能力と事業機会

との適合、常に変化し続ける企業外部資源の

取り込みとその内部資源化、それらをリード

していく機動的な経営者能力といったダイナ

ミック・ケイパビリティの必要性を主張して

いることに他ならない。まだまだ研究途上に

あるダイナミック・ケイパビリティ・アプロー

チではあるが、市場に数多存在し、変化・変

質し続ける様々な情報を、道具であるICTの

利活用を含めた多様な方法を通じて市場との

対話を行うことで、経営資源の動態化とその

ダイナミック・プロセスから創出される知識

としての経営資源＝組織能力の重要性という

示唆は有益である。それは、組織を常に不安

定な状態にし、安定化へと向かうエネルギー

を組織成長の原動力とする、という経営の基

本原理の踏襲でもある。
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